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公共建築物定期点検

この動画では、建築基準法第12条に定めるところにより、必ず実施する必要のある公共建築物定
期点検とは何か、業務の進め方について把握できる内容となっています。

はじめに、点検の対象となる施設について説明します。
集会場や体育館、事務所など用途別に、面積や階数の要件を満たす施設が点検対象となります。
建築基準法に定められている点検となりますので、法令対象の列に○の表記があるものは、必ず
実施するようにお願いします。
また、保全課では、不特定多数の者が利用する施設の場合は、法令対象以外のものについても、
点検を推奨しています。
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公共建築物定期点検

続いて、法令により定められている点検の周期について説明します。
建築物の点検周期は、3年に1回となります。
外壁については、※１のとおり、新築、外壁全面改修、もしくは前回の外壁全面点検から10年経
過後の最初の建築物の定期点検までとなっています。
建築設備の点検周期については、毎年であることに注意してください。

続いて、定期点検実務のおおまかな流れについて説明します。
保全課から年に１回、点検の対象となる施設について、照会を行っています。
指定管理者の業務に含まれている施設があるかもしれませんので、所管している施設ごとに、誰
が定期点検業務を発注しているのかを確認してください。
所管課において、定期点検業務を発注している場合は、仕様書を作成し、業者選定を行い、契約
締結となります。
保全課では、法令などの改正に合わせて仕様書を見直しており、最新の仕様書をホームページに
て提供していますので、ご活用ください。
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公共建築物定期点検

受託者が決定すれば、定期点検が実施されます。
そののち、報告書が作成されます。
その際、緊急に対策が必要な箇所の報告を受けた場合は、なるべく早く安全対策の実施が必要と
なりますので、保全課までご相談ください。

報告書の提出を受けたら、報告書の確認をお願いします。記載内容に不明点があれば、受託者に
確認するようにしてください。
点検で見つかった不具合については、修繕等の対応が必要となります。
なお、保全課に提出頂いた場合は、確認の上、落下物等の事故被害の恐れのあると判断した場合
は、保全課にて安全対策補修を実施することがあります。
そのため点検終了後、可能な限り早期に点検結果のご提出をお願いしています。
なお、同様の趣旨から指定管理者において、定期点検を実施している場合でも、所管課において
データを受領後、保全課にデータの提出をお願いします。
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公共建築物定期点検

こちらは、定期点検結果の提出を受けて、保全課において安全対策補修を実施した事例になりま
す。
報告書においては、クラック有りの記載のみしかありませんでしたが、現地は市民の通行が多い
場所であり、クラックが成長すると、タイルが落下する可能性が高く、重大な事故につながる可
能性があると考えられましたので、飛散防止フィルムの施工を実施しています。
このほかにも、技術的な支援が必要な場合は、保全課までご相談ください。

続いて、発注に必要な資料について説明します。
発注時に準備が必要なものとしては、①、公共建築物定期点検仕様書、②、対象施設及び提出部
数一覧表（仕様書別表）、③、公共建築物定期点検特記仕様書になります。
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全ての資料を神戸市ホームページの保全課のページにて公表しています。法令などの改正に合わ
せて、仕様書を見直していますので、必ず、最新の仕様書をご利用ください。

ここからは、kintoneを使った定期点検業務のご紹介になります。
これまで、有資格者による定期点検結果を所管課から保全課にご提供いただいていましたが、点
検の見方が分からないというお問い合わせをはじめ、危険性の高い不具合が報告されていたとし
ても、保全課に情報が届くまでには、タイムラグがありました。
そこで、WEB上で定期点検結果を報告できるシステムを構築しています。
従来の発注仕様書の別表に、定期点検システム(有償)を用いて報告書を作成にチェックを入れて、
必要なアカウント数などを記載のうえ、従来同様に発注してください。
このシステムのメリットとして、点検者による点検結果がクラウド上に一元管理・蓄積され、所
管課及び保全課に共有される仕組みとなっているため、危険性の高い不具合の早期発見、保全課
による迅速な技術支援につながると考えています。
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公共建築物定期点検

システムの操作イメージや詳細については、神戸市ホームページにおいて、市有建築物の定期点
検のページに記載していますので、ご確認ください。

システムの利用に関し、疑問等があればお気軽にお尋ねください。
以上で、公共施設管理のイロハ、公共建築物定期点検編を終了します。
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